
資料３ 

令和３年度介護報酬改定等について 

・介護報酬算定に係る基準等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４９～５０ 

・事業の人員、設備及び運営に関する基準等について・・・・・・・・・・・・・・・５１ 

・令和３年度介護報酬改定の主な事項について・・・・・・・・・・・・・・・５２～７９ 

・新型コロナウイルス感染症の影響に対応するための加算や特例について（通所系サービス 

 事業所）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８０ 

※参考（厚生労働省ホームページ）： 

  令和３年度介護報酬改定について 

   https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html 

  介護保険最新情報掲載ページ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_kourei

sha/index_00010.html 
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介護報酬算定に係る基準等について 

 介護報酬の算定に当たっては、以下に示す基準等を確認する必要があります。 

1. 基準本文（報酬単位、加算等の算定要件など）

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

 （H12.2.10 厚生省告示第 19 号） 

・指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準 

（H12.2.10 厚生省告示第 20 号） 

・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

 （H18.3.14 厚生労働省告示第 126 号） 

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

 （H18.3.14 厚生労働省告示第 127 号） 

・指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

 （H18.3.14 厚生労働省告示第 128 号） 

2. 別に定める基準（基準本文中、「厚生労働大臣が定める基準」等として、内容

の一部を別に制定）

・厚生労働大臣が定める１単位の単価 

（H27.3.23 厚生労働省告示第 93 号） 

・厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等 

（H27.3.23 厚生労働省告示第 94 号） 

・厚生労働大臣が定める基準 

（H27.3.23 厚生労働省告示第 95 号） 

・厚生労働大臣が定める施設基準 

（H27.3.23 厚生労働省告示第 96 号） 

・厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに

通所介護費等の算定方法 

（H12.2.10 厚生省告示第 27 号） 

・厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 

（H12.2.10 厚生省告示第 29 号） 

・介護保険法施行規則第 68 条第３項及び第 87 条第３項に規定する厚生労働大臣 

 が定めるところにより算定した費用の額 

 （H12.2.10 厚生省告示第 38 号） 
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3. 留意事項通知（基準の解釈等の詳細を示したもの）

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、

居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要す

る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について 

 （H12.3.1 老企第 36 号） 

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及

び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について 

 （H12.3.8 老企第 40 号） 

・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密

着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について 

（H18.3.31 老計発第 0331005 号・老振発第 0331005 号・老老発第 0331018 号） 

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について 

 （H18.3.17 老計発第 0317001 号・老振発第 0317001 号・老老発第 0317001 号： 

  別紙１） 

4. 関連する告示・通知等（関連する告示、通知、事務連絡等）

5. 介護報酬 Q&A  （基準、留意事項通知等の疑義内容について QA 方式で示したも

の）
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事業の人員、設備及び運営に関する基準等について 

 事業の実施に当たっては、以下に示す基準等を満たす必要があります。 

1. 基準省令（事業目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたもの）

・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

 （H11.3.31 厚生省令第 37 号） 

・指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

 （H11.3.31 厚生省令第 38 号） 

・指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

 （H18.3.14 厚生労働省令第 34 号） 

・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー 

 ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

 （H18.3.14 厚生労働省令第 35 号） 

・指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準 （H18.3.14 厚生労働省令第 36 号） 

2. 東大阪市条例（基準省令等に従い、東大阪市条例として定めた基準等）

・東大阪市介護保険事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める条例 

（H24.12.28 東大阪市条例第 36 号） 

3. 解釈通知（基準省令の解釈等の詳細を示したもの）

・指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について 

 （H11.9.17 老企第 25 号） 

・指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について 

 （H11.7.29 老企第 22 号） 

・指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準に

ついて 

（H18.3.31 老計発第 0331004 号・老振発第 0331004 号・老老発第 0331017 号） 

4. 関連する告示・通知等（関連する告示、通知、事務連絡等）

5. 指定基準 Q&A  （基準省令、解釈通知等の疑義内容について QA 方式で示したも

の）
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★通所系サービス事業所の皆様へ★
新型コロナウイルス感染症の影響により利用者数が減少した場合

加算や特例による介護報酬上の評価を行います
通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護及び（介護予防）認知症対応
型通所介護については、新型コロナウイルス感染症の影響により利用者数が減少した場合
に、状況に即した安定的なサービス提供を可能とする観点から、臨時的な利用者数の減少
による利用者一人あたりの経費の増加に対応するための基本報酬への３％の加算や、事
業所規模区分の特例を設けることによる評価を行うことにしました。

新型コロナウイルス感染症による利用者減への対応
サービス・事業所規模区分別の報酬区分に応じ、以下のいずれかにより評価を行います。

① ３％加算 ② 規模区分の特例

令和３年４月サービス提供分から加算を算定するためには、届出が必要です
○ 事業所規模区分を問わず、令和３年２月の利用延人員数をもとに、以下のいずれか
に該当する場合は、４月１日までに指定権者に①３％加算の算定の届出を行い、４
月サービス提供分から算定が可能です。
・ 令和元年度の１月あたりの平均利用延人員数と比較して、５％以上減少
・ 令和２年２月の平均利用延人員数と比較して、５％以上減少
○ 加算算定要件・算定可能期間・届出方法の詳細は、以下の通知をご覧ください。
「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の評価に係る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例
の提示について」（老認発0316第４号・老老発0316第３号令和３年３月16日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長、老人保健課長連名通知）

○ 令和３年３月以降に利用延人員数が減少した場合も、その翌月15日までに届出を
行い、翌々月のサービス提供分から算定することが可能です。

○ 基本的に３か月間算定可能です（１回に限り延長あり）。また、要件に該当しなくなっ
た場合は、その旨の届出が必要です。

※①は令和３年４月サービス提供分から
②は令和３年６月サービス提供分から

大規模型事業所は、令和３年６月サービス提供分から特例の適用も可能です
○ 通所介護、通所リハビリテーションの大規模型Ⅰ、大規模型Ⅱの事業所は、令和３年
４月の利用延人員数をもとに、以下に該当する場合は、５月15日までに指定権者に
②報酬区分の特例の届出を行い、６月サービス提供分から適用も可能です。
・ 大規模型Ⅰの場合 利用延人員数が750人以下
・ 大規模型Ⅱの場合 利用延人員数が900人以下又は750人以下
（※）令和３年４月・５月に①３％加算を算定している場合でも、同月の利用延人員数に応じ、加算から特例への切り替え
を行うことも可能です。

○ 特例適用要件・適用可能期間・届出方法の詳細は、上記通知をご覧ください。
○ 令和３年５月以降に利用延人員数が減少した場合も、その翌月15日までに届出を
行い、翌々月のサービス提供分から適用することが可能です。

○ 要件に該当しなくなった場合は、その旨の届出が必要です。

（問合せ先） 東大阪市福祉部指導監査室介護事業者課（06(4309)3317(指導)、3318(指定)）
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